
 

24 速報       

 秋の臨時大会から取り組みが本格化した私学助成の拡充を求める請願書名は、１２月 2 日、県議会大会議室で「かながわ教育

署名提出集会」が開催され、公立小中高、特別支援学校、藤沢・鎌倉など各地域で取り組まれた教育署名活動の提出式が行われまし

た。その後も各校から署名がよせられ、最終的には 12 月 3 日午後に県議会に 5 万 1,698 筆の署名を提出しました。また、12 月

10 日には県議会厚生常任委員会で請願の意見陳述を行いました。 

 12 月 23 日に行われた冬の私学振興課要請には、私学振興課から課長をはじめ 3 人、県内の各学園から 18 人が参加しました。 

 要請に対して私学振興課からは「公務員の人勧での人件費増額は、制度的には来年度の経常費予算に反映するのが原則」として、

経常費助成は増額が予想される見解を示しました。さらに、今年度は大きく改善された小学校・中学校の経常費助成についても「現

状で国の基準より少ないことは理解しているので工夫して引き上げる様に努力している」との考えを示しました。また質疑の中で、

「公立学校での 35 人学級が小学校・中学校の全体になった場合には、経常費助成もこの制度にそったものとなるのが基本」との考

えを示しました。つまり助成金の算定に当たって、小中については「1 クラス 35 人」で在籍数を考えた時のクラス数で専任教員数

などの算定を行うようになることが期待できる、という事になります。 

一方、「無償化の拡大については様々な選択肢が考えられるが具体的には知事の判断による」として、様々な案を私学振興課とし

ては提案していることがうかがえる発言がありました。ただし、「国の予算についても与野党の協議などで様々なことが毎日伝えら

れており、その動向を注視している」として、10 月の総選挙で政府が国会では少数与党となった中で、与野党間の議論で予算案が

大きく動く可能性もあることから、その動向と県予算編成の関係に苦慮していることがうかがえました。 

 

12 月 25 日に閣議決定された２５年度政府予算案の私学助成関係予算案では、次の点で大きな前進が見られました。 

① 大学などの高等教育授業料「無償化」について   

「多子世帯(対象年齢が 3 人以上)について、授業料無償化の所得制限を撤廃した。 

 これまでの「無償化」制度では常に「所得制限」が設けられていましたが、対象年齢の子どもが 3 人以上という限定されたもので

はあるにせよ、初めて「所得制限のない無償化」が盛り込まれました。国の制度に「風穴」を開けたとみることもできます。 

 しかし、この措置は高等学校への就学支援金には適用されていません。希望するすべての子どもたちが平等に教育を受ける権利

を保障する上で、就学支援金制度にこの「所得制限のない無償化」を適用しないことはもはや何の理由も立たないのではないでしょ

うか。国会での審議を通じて、所得制限のない無償化を高等学校にも拡大する様に求めていきましょう。 

② 高校以下の経常費助成で「一人当たり単価」が増額 

予算案では、私立高校等経常費助成について総額での増額はわずか 1

億円ですが、予算の算定内訳をみると、国庫負担金は各学校種ともに増額

となりました。 

まだ、地方交付税交付金の算定にあたっての基準額は判明していませ

んが、国庫補助単価は小学校・中学校・高校では昨年度の１．３%増、幼

稚園は 1.5%増となっています。(昨年度は幼稚園から高校まで 0.9%増)

引き上げ額も昨年度と比較すると小学校・中学校・高校で 1.46 倍、幼稚

園ではは 1.68 倍です。 

これをふまえて地方交付税算定が行われれば、私学助成経常費助成の

算定基準は全体でも、昨年度を上回る引き上げ幅になることが予想され

ます。 

 国向け署名は 2 月終わりまで上乗せができます。まだ未提出の署名は

ぜひとも上乗せして、国・県の予算がさらに私たちの要求をふまえたもの

になるように求めていきましょう。 

1/24(金)に 25 新春のつどい 
 私教連の「新春のつどい」を今年は 1 月２４日(金)19 時から行います。県内選出の国会議員、県会議員や県議会各会派、県内の

労働組合などにも広く参加を呼び掛けています。２０２５年を私たちの願いと要求が前進する年とするべく、すべての学園から複数

での参加を呼びかけます。各学園からの参加者 1 月 21 日(火)までにご提出ください。 

私学の学費も無償に！ すべての私学が発展出来る私学助成を！
誰もが私学に通える私学助成を！
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R6とR7 国庫補助単価の引き上げ比較

R7予算案 R6予算 R5予算 単価増額比率

高校 59208 58448 57927

前年比 101.30% 100.90%

単価引上 760 521 1.46

中学 51822 51157 50701

前年比 101.30% 100.90%

単価引上 665 456 1.46

小学校 50190 49546 49104

前年比 101.30% 100.90%

単価引上 644 442 1.46

幼稚園 25521 25144 24920

前年比 101.50% 100.90%

単価引上 377 224 1.68


